
高等教育の国際的な質保証に関する一考察

国境を超える米国アクレディテーションの分析

佐 藤 仁＊

１．問題の設定１

（１）背景

高等教育における国際的な質保証の議論は、高等教育市場のグローバル化、

特に越境する高等教育サービスと学生・教職員をめぐる実態への対応という観

点から展開される。高等教育サービスに関して言えば、他国の高等教育機関に

よる自国への参入、自国の高等教育機関による他国への参入、二カ国以上の高

等教育機関によって提供される多様な学位（ジョイントディグリーやダブル

ディグリー）の授与といった実態が想定される。こうしたサービスそのものが

国境を超える時、その質は誰が保証するのかということが課題として表出する。

一方、学生・教職員については、留学生の増加や教職員交流の活発化という状

況がある。例えば、ボローニャプロセスに基づく欧州高等教育圏の創設や Uni-

versity Mobility in Asia and the Pacificに代表されるアジア太平洋地域での交

流促進といったように、一定の地域間での学生移動が活発に展開されている。

その場合、単位互換や編入、さらには進学に伴って教育の質の同等性（equiva-

lence）の確保をどうするのかという問題に直面する。
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こうした実態からその確立が目指される国際的な質保証に対しては、大きく

二つの対応が現段階で確認される。一つめが、国家による対処である。大森は、

イギリス、オーストラリア、そしてマレーシアを事例に、自国の高等教育機関

が国境を超える際の質保証、ならびに他国の高等教育が自国に参入する際の質

保証の仕組みをそれぞれの国家の政策の観点から分析をしている２。こうした

国家による対応は、当該国家に関わる高等教育の活動を対象とした質保証の取

り組みである。二つめが、国際機関やネットワークによる対処である。米澤は、

大学や専門職団体による自主的なネットワーク・コンソーシアム、質保証・評

価機関によるネットワーク、そして国際機関の三つの行為主体を挙げている３。

こうした国家を超えた行為主体による対応は、各国家の取り組みを尊重したう

えで、その取り組みを水平的に調整しようとするものである。

しかし、これら二つの対応とは異なる取り組みが、近年、米国のアクレディ

テーション（accreditation）団体によって行われている。それは、「他国に所

在する他国の高等教育機関」に対して、米国のアクレディテーションを適用す

るという試みである。これは、上述した二つのどちらの対応にも当てはまらな

い。なぜなら、一国のシステムの動きという意味において国際的なネットワー

クによるものではないし、かといって自国（米国）にかかわる高等教育の活動

（米国大学の海外分校や国際プログラム、及び米国への参入）を対象にしてい

るわけでもないからである。つまり、一国の質保証システムが他国の高等教育

機関を相手に他国で展開するわけであり、米国のアクレディテーションという

質保証システム自体が国境を越えて活動することを意味する。この活動は、高

等教育のグローバル化という中で、どのような意味を持つものであろうか。

（２）本稿の目的と意義

本稿は、「他国に所在する他国の高等教育機関」に対する米国のアクレディ

テーションの内実及び背景を分析し、その活動の持つ意味を考察する。わが国
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において米国のアクレディテーションに関する研究が蓄積されている中、その

国際的な活動に着目したものは僅かである。前田は、米国大学の海外分校への

アクレディテーション活動に焦点を当てており、州の設置認可との関係を詳細

に解明している４。しかし、本稿の分析対象である「他国に所在する他国の高

等教育機関」に対する活動は、射程から外れている。本稿にかかる研究の蓄積

が浅いことは、こうした活動が比較的近年に行われているからでもあろう。

しかし一方で、国境を超える米国のアクレディテーションの活動は、すでに

わが国の高等教育機関にインパクトを与えている。なぜなら、わが国の高等教

育機関の中にも、米国のアクレディテーションを受ける動きが確認されるから

である。例えば、慶應義塾大学と名古屋商科大学のビジネススクールは、米国

の Association to Advance Collegiate Schools of Business（AACSB）の認定を

受けている５。また国際基督教大学は、リベラルアーツ教育のアクレディテー

ションを行っている American Academic for Liberal Educationからの認定を受

けている６。そして広島大学は、教育研究活動の国際標準化の推進に向けた中

期計画の具体的な活動として、後述する米国アクレディテーション団体の中部

諸州基準協会（Middle States Commission on Higher Education）による試行

プロジェクトへの参加に向けた協議を進めていた７。最終的には参加は見送ら

れたが、中部諸州基準協会の関係者を大学に呼び、協議を進める等、積極的な

動きを見せていた。このように、わずかではあるが確認される動向は、国際的

な質保証をめぐる議論において軽視することはできないと考える。

本稿ではまず、国境を越えて活動する米国のアクレディテーションの現状を

概説し、その特質を分析する。周知の通り、米国のアクレディテーションは機

関全体を対象とする地域別アクレディテーションと専門分野のプログラムを対

象とする専門分野別アクレディテーションに大別される。本稿では、地域別ア

クレディテーション団体による国際的活動に特に焦点を当てる８。次に、具体

的な事例として、地域別アクレディテーション団体の一つである中部諸州地区
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基準協会を取り上げ、「他国に所在する他国の高等教育機関」に対する認定活

動の背景と目的、そして実際に認定を受けた高等教育機関の意図等を分析する。

こうした実情を踏まえた上で、国境を越えて活動する米国のアクレディテー

ションの意味を検討し、その特質を考察していく。

２．国境を超える米国アクレディテーションの現状

米国アクレディテーション団体の傘組織である Council for Higher Educa-

tion Accreditation（CHEA）は、アクレディテーション団体の国際的な活動を

二つの観点からまとめている。一つは、「米国高等教育機関による国外の活動」

を対象としたアクレディテーションである。ここには、米国大学の海外分校・

国際プログラム等が含まれる。もう一つは「国外の米国高等教育ではない高等

教育機関」に対するアクレディテーションであり、上述した「他国に所在する

他国の高等教育機関」に対する活動に加え、いわゆる米国型大学（American

University of ～と称される大学が多い）への取組も含まれる９。

まず、「米国高等教育機関の国外の活動」に対するアクレディテーションの

状況を確認すると、活動の範囲が非常に広いことが分かる（表１）。地理的に

近い中南米に限らず、アジア、オセアニア、ヨーロッパ、そしてアフリカまで

カバーしている。もちろん、こうした特徴は、それぞれのアクレディテーショ

ン団体が活動範囲とする国内地区（region）にも依存する。つまり、海外分校

表１：米国高等教育機関の国外の活動に対するアクレディテーション
団体名 認定校数 機関所在国・地域数

中部諸州地区基準協会 ２５３ ８２（チリ、ベルギー、日本、南アフリカ等）

ニューイングランド地区基準協会 ５６ ４１（バーレーン、ブラジル、インド等）

北中部地区基準協会 １９２ ６４（オーストリア、メキシコ、ウガンダ等）

西部地区基準協会 ５０ ２７（中国、チェコ、日本、スペイン等）

（注）Council for Higher Education Accreditation, The Condition of Accreditation : U.S. Accreditation
in２００９, CHEA,２０１１, p.１３、より筆者作成。
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や国際プログラムを有している高等教育機関が、アクレディテーション団体の

活動地区にどの程度存在し、どこに分校を有しているのか、という点と大きく

かかわる。なお、地域別アクレディテーションは、６つに分けられるが、その

中で北西部地区基準協会と南部地区基準協会は、国外の米国高等教育機関に対

するアクレディテーションは行っていない。

次に、「国外の米国高等教育ではない高等教育機関」に対するアクレディテー

ションの活動をみると、表２のようになっている。北中部地区基準協会を除く、

５つの地域別アクレディテーション団体がアクレディテーションを行っている

が、その規模は非常に小さい。しかしながら、過去に比べると、規模は拡大し

ている。CHEAによる２００１年の調査では、二つの地域別アクレディテーショ

ンしか活動しておらず、認定校の数も１１であった１０。こうした活動が拡大する

背景については、後に検討するが、CHEA自身も２００１年の調査の段階で活動

の拡大を予想している１１。

また CHEAは、この「国外の米国高等教育ではない高等教育機関」に対す

るアクレディテーションに関し、２００１年に一定の指針を開発している１２。この

指針には、拘束力はなく、あくまでも CHEAからのアドバイスと位置付けら

表２：国外の米国高等教育ではない高等教育機関に対する
アクレディテーション

団体名 認定校数 機関所在国・地域

中部諸州地区基準協会 １６

カナダ、チリ、中国、フランス、ギリシア、
香港、イタリア、レバノン、マレーシア、ルー
マニア、ロシア、スペイン、オランダ、アラ
ブ首長国連邦、イギリス

ニューイングランド地区基準協会（職
業教育機関を含む）

１０ ブルガリア、ギリシア、スペイン、スウェー
デン、スイス

北西部地区基準協会 ２ カナダ

南部地区基準協会 ６ コスタリカ、メキシコ、アラブ首長国連邦

西部地区基準協会 １ メキシコ

（注）Council for Higher Education Accreditation, The Condition of Accreditation : U.S. Accreditation
in２００９, CHEA,２０１１, p.１０、より筆者作成。
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れている。その内容は、大きく四つの指針から構成されている。一つ目は、活

動の際に考慮すべきこととして、組織的な限界が存在すること、アクレディテー

ションの目的の明確化、質保証にかかる国際的な同意の理解などが挙げられて

いる。二つ目は、活動に期待されることとして、現地の質保証機関と協力する

こと、大学首脳陣とのコミュニケーション、現地の高等教育に関する理解など

がある。三つ目は、特に米国の遠隔教育を他国に輸出する点についての期待と

して、遠隔教育提供者との協同が求められている。四つ目は、活動の責任であ

り、アクレディテーション・ミルやディグリー・ミルを避けるために情報を共

有すること等が示されている。

こうした状況を踏まえ、本稿で着目する「他国に所在する他国の高等教育機

関」に対するアクレディテーションの具体的な仕組みについて、中部諸州地区

基準協会を事例に分析する。中部諸州地区基準協会は表１・２で示されている

ように、量的側面において最大規模の国際的活動を行っている組織である。ま

た、「他国に所在する他国の高等教育機関」に対するアクレディテーションの

試みを２００２年からスタートしており、近年の高等教育のグローバル化を背景

とした取り組みとして分析する意義を見出すことができる。

３．中部諸州地区基準協会の取り組み

中部諸州地区基準協会は、デラウェア州、ワシントン D.C.、メリーランド

州、ニュージャージー州、ニューヨーク州、ペンシルベニア州の高等教育機関

を対象とする地域別アクレディテーション団体である。その国際的活動は、

１９７３年にまで遡ることができ、国外の米国型大学へのアクレディテーション、

及び対象地区機関の海外分校や国際プログラムへのアクレディテーションを展

開してきた。そして、２００２年から試行プロジェクト（pilot project）として、「他

国に所在する他国の高等教育機関」を対象としたアクレディテーションを開始
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した。

（１）試行プロジェクトの背景と展開

試行プロジェクトの目的は、「自らの基準が米国外の機関にうまく適用でき

るかどうか、海外で基準を有効に順守させ、それを監督することができるかど

うか、そして国際的な評価活動にうまく従事する組織上の潜在可能性を自らが

持っているか又は伸ばすことができるかどうかを確認するため」１３とされてい

る。すなわち、自分たちのアクレディテーションが国外の高等教育機関に通用

し、持続的に評価活動を行えるかどうかを見極めるためにある。また、アクレ

ディテーションを受ける国外の機関にとっての利益や貢献を見極めることも挙

げられており、様々な側面から「試行」することが目的とされている１４。

そもそも試行プロジェクトを開始した背景には、中部諸州地区基準協会のア

クレディテーションを受けている国内高等教育機関の国際化の進展がある１５。

これらの機関が他国の高等教育機関と連携する際（交換留学、教職員交流等）

に、その相手先の機関やプログラムの質保証が必要となり、その対処をアクレ

ディテーション団体に求めたわけである。それゆえに、この試行プロジェクト

への参加は、中部諸州地区基準協会の会員校と連携している機関に制限され、

会員校からの推薦が必要となっている１６。

また、「試行」といっても、アクレディテーションのプロセスや基準は、国

内の機関のものと基本的に変わらない。対象が変わるだけのことである。ただ

し、書類はすべて英語で準備すること（英語圏以外の機関の場合）や、実地視

察員の海外渡航費を負担するといった点での相違はある。結果的に、試行プロ

ジェクトには９機関が参加したが、２００７年には新たな申請を取りやめ、プロ

ジェクトは中断している。２０１１年１１月現在、このプロジェクトを通してアク

レディテーションを受けている機関を挙げると、アサバスカ大学（カナダ）、

オープン大学（イギリス）、ザイード大学（アラブ首長国連邦）、ロンドン・メ
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トロポリタン大学（イギリス）、マヨール大学（チリ）、銘伝大学（台湾）となっ

ている１７。

この試行プロジェクトを通して、中部諸州地区基準協会は国外の高等教育機

関に対するアクレディテーションの物理的な困難さを指摘している。言語（英

語）自体は、それほど大きな障害にはなっていないが、時間や金銭的コストと

いった点は大きな問題とされた。特に、現地への訪問については、アクレディ

テーションの正式なプロセス以外にもコンサルティングで現地訪問をすること

があり、その負担は高等教育機関側にも大きい１８。また、アクレディテーショ

ンを適用することは、米国における大学の理念や文化を他国の高等教育機関に

当てはまめることを意味する。それゆえに、例えば学問の自由（academic free-

dom）という概念が、その国の高等教育の文脈では理解されがたいものとなり、

そうした概念への対応は両者にとっても大きな課題となった１９。

（２）試行プロジェクトに対する大学の見解

この試行プロジェクトについて、アクレディテーションを受ける側はどのよ

うな意識を有していたのだろうか。まず、このプロジェクトへの参加の動機と

して考えられるのは、米国の高等教育機関との関係構築がある。そもそもの発

端が、中部諸州地区基準協会の会員校が国外の機関と連携する際の質保証を求

めたことにあるように、受ける側の機関もアクレディテーションを通して自ら

の質を証明することができ、結果的に連携を拡大することができる。具体的に

は、単位互換がスムーズになるということだけでなく、自らの機関の卒業生が

米国の大学院へ進学しやすくなること、また米国の学生にとっての留学先の一

つとしてアピールできること、といったメリットを生み出すわけである２０。

さらに具体的に参加機関の見解を確認してみよう。まず、２００７年にアクレ

ディテーションを受けたイギリスのロンドン・メトロポリタン大学は、アクレ

ディテーションを受けたメリットとして、留学や就職等において学生への後押
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しになる点、米国内の著名な大学のグループに加入できた点、そしてこれまで

は不可能であった米国大学との連携が可能になる点を挙げている２１。２０１０年に

アクレディテーションを受けたチリの私立大学であるマヨール大学は、アクレ

ディテーションを受けた目的を「教育のパフォーマンスに関し継続的な改善を

保証し、チリ高等教育における地位を高めるとともに差別化を促進すること」２２

としている。また、アクレディテーションを受けたことにより、特別な「クラ

ブ」（special “club”）のメンバーになったことを強調し、米国における一流大

学との関係構築を促進できる点を指摘している。マヨール大学と同様に２０１０

年にアクレディテーションを受けた台湾の私立大学である銘伝大学は、そのア

クレディテーションの目的として、大きく四つの点を挙げている２３。それは、教

育の質を保証するため、米国の学生が奨学金を有した状態でアジアに留学する

ことを援助するため、単位互換の手順を簡便にするため、そして労働市場にお

ける卒業生の自信を向上させるためである。これにより、大学が世界中に関係

を持つことができるだけでなく、グローバルな名声を高めることもできると主

張している。さらに、２００８年にアクレディテーションを受けたアラブ首長国

連邦の国立女子大学であるザイード大学は、アクレディテーションを受けたこ

とが「中東地域における先導的大学としての地位を強調するものであり、世界

の主要な大学で見られるような知的要素を有し、それらと同等程度の水準にあ

ることを表している」２４と指摘している。また国立大学であるゆえに、高等教

育研究科学大臣がアクレディテーションを受けたことを称賛しており、ザイー

ド大学が国際的な基準にあることを示したとしている。

これらの大学の見解からわかることは、米国の大学との関係構築だけではな

く、グローバルな市場における一つのステータスとして米国のアクレディテー

ションの意味を見出しているということである。
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４．国境を超える米国アクレディテーションの意味

以上、米国のアクレディテーション団体が行っている「他国に所在する他国

の高等教育機関」に対するアクレディテーションを分析してきた。では、こう

した活動の意味を高等教育のグローバル化という文脈においてどう説明できる

だろうか。手掛かりとして、この活動に対する批判的見解を確認することから

始めたい。

（１）批判的見解の論点

国境を超える米国のアクレディテーションに対する批判は、活動によって米

国大学の価値観を他国に強制的に押し付けることになるというものである。米

国の高等教育研究者であるアルトバック（Philip G. Altbach）は、米国のアク

レディテーションが国境を越えて適用されることを「学術的な新植民地主義」

（academic neo−colonialism）とし、ある国ではうまく機能するかもしれないが、

結果的にはその国のニーズ等を無視して、一定の規範や価値を押し付けて終わ

る、と批判している２５。また、試行プロジェクトの結論として、中部諸州地区

基準協会は、アクレディテーションの基準、プロセス、価値が米国の政治的・

文化的伝統に基づくゆえに、「文化帝国主義」（cultural imperialism）にはセン

シティブでなければならないとしている２６。

こうした批判は、果たして国境を超える米国のアクレディテーションに当て

はまるものなのだろうか。二宮が検討したように、比較教育学における新植民

地主義や従属理論の適用には問題が残されているし２７、特にノアとエクスタイ

ンによる従属理論への批判にあるように「非常に複雑な現象を単純化しすぎて

いる」２８と言える。またトムリンソンが検討したように、文化帝国主義という

言説には多様な意味が含まれる２９。

中部諸州基準協会の事例からわかることは、アクレディテーション団体自体
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に国境を越えて活動しようとする積極的意図は最初から存在していないことで

ある。確かに、米国大学自身が他国の高等教育機関と連携を結ぶ際に米国のア

クレディテーションを適用させようとする考えはあった。しかし、試行プロジェ

クトの結果として、中部諸州基準協会は消極的な姿勢を示しているし、他の地

域別アクレディテーション団体は国境を越えようとはしていない。こうした政

治的・経済的に説明されるような「支配」という意図が見当たらない中では、

米国のアクレディテーションを受ける他国の高等教育機関の能動性が、その活

動の意味を探る鍵になる。

（２）高等教育機関の能動性

では、「他国に所在する他国の高等教育機関」に対する米国のアクレディテー

ションの意味について、アクレディテーションを受ける高等教育機関の能動性

という観点から考察してみよう。

まず、高等教育機関の能動性が明確になる状況として、中部諸州基準協会の

試行プロジェクトへの参加機関が途上国の大学に限られていない点を指摘した

い。価値観や文化の支配が可能になる背景には、国家間の差、すなわち先進国

と途上国という地政学的な関係性があり、中心と周辺という従属的な考えもそ

うした文脈が前提となる。アルトバックの意図する「中心」には、言語や研究

環境といった点から、少なくともイギリスとカナダは含まれているはずであ

る。そう考えると、やはり米国アクレディテーションによる支配という意図は

考えられないし、少なくともイギリスのオープン大学、ロンドン・メトロポリ

タン大学、そしてカナダのアサバスカ大学が自らの意思とは関係なく押し付け

られたとは言えない。

次に、参加機関の目的や背景を検討すると、参加機関の国際戦略が非常に鮮

明に打ち出されていることが挙げられる。米国の学生を含め留学生を広く集め

るため、米国の一流大学と連携するため、自国の質保証制度では示せない国際
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的な基準を満たしていることを表現するため等、グローバルな市場での自らの

存在を高めるための道具として、そして一つの大学国際化戦略として米国のア

クレディテーションを受けることを利用しているわけである。特に、ザイード

大学は、中部諸州基準協会のアクレディテーションの次のステップとして、米

国の専門分野別アクレディテーションへの申請を５つの学部・専攻で進めてい

る３０。つまり、参加機関は非常に積極的にかつ能動的にアクレディテーション

を受けている。

こうした参加機関の能動性という観点からみると、新植民地主義や従属理論

は必ずしも国境を超える米国のアクレディテーションの状況や意味を説明する

ものではない。ただし、トムリンソンは文化帝国主義を近代性の拡張として捉

え、文化的押しつけではなく、文化的喪失のプロセスと位置づける３１。こうし

たポストモダニズム的な発想による文化帝国主義からすると、参加機関の能動

性ゆえに文化帝国主義が安易に否定されるものではない。むしろ、能動的に自

ら選択し、自ら文化を喪失する点について検討を加える必要がある３２。

また、参加機関による「活用」を通して、結果的に米国のアクレディテーショ

ンは自らにその意図がなくとも、一つの国際的な基準（international standard）

として機能する可能性を有している。国際的な基準という議論を考えれば、最

初に述べた国際的ネットワークの存在が想起される。技術者教育分野のワシン

トンアコード（Washington Accord）は、加盟国同士の認定方法を相互に認め

合うことで、結果として得られる「認定」が加盟国間で実質的に同等性を有す

ることになり、一つの国際的な基準となっている。高等教育全体に関して言え

ば、International Network of Quality Assurance Agencies（INQAHEE）や

OECD／UNESCOによるガイドラインが存在するが、ワシントンアコードのよ

うに相互に認定し合うという段階ではないし、質保証の国際的基準として機能

しているわけではない。

INQAHEEは、質保証の国際的ネットワーク組織として「包括的になるか、
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排他的になるか（inclusive or exclusive）」３３という議論を展開させているが、米

澤が指摘するように当面は「国際レベルの調整作業が機能不全にある状態」３４

が続くと考えられる。そうなると、特に自国の質保証制度が未整備である大学

にとって、現段階でグローバル市場に進出するには、自国の制度では不十分と

なる。結果として、国際的にも認知されている質保証制度を自ら受容すること、

つまり米国のアクレディテーションを選択することが、国際的に質を保証する

一番の近道となるわけである。そうした受容の積み重ねにより、米国のアクレ

ディテーションを受けることが国際的な基準と理解されるようになる。もちろ

ん、こうした事態の進行により、国内の質保証制度の発達が進まなくなること

は容易に想像できる。それは、結果的に、高等教育の質保証制度が米国に依存

するという「従属的関係」が生じる可能性を示唆するものである。

５．まとめ

以上のように、「他国に所在する他国の高等教育機関」に対する米国のアク

レディテーションは、高等教育のグローバル化に対応しようとする高等教育機

関によって活用されている。それゆえに、影響力を及ぼそうとするアクレディ

テーション団体側の意図は薄く、必ずしもそれが「米国流」の押し付けに結び

付くわけではない。しかし、結果論として米国のアクレディテーションが一つ

の国際的基準になる可能性があり、国際的ネットワークに対しての一つのオル

タナティブとしての性質を有することも指摘できよう。

そもそも、ヨーロッパやアジアをはじめ世界の多くの国では、高等教育の質

保証は国家がその役割を担っており、法令に基づく公的な高等教育制度として

機能している。しかし、米国のアクレディテーションは周知の通り、国家（連

邦政府・州政府）が行っているものではない。大学自身によるボランタリーな

組織によって行われており、システムとしてもあくまでもボランタリー（制度
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自体に強制力はない）なものである。それゆえに、米国は「アクレディテーショ

ンを輸出できる唯一の国」３５となり、「他国に所在する他国の高等教育機関」に

対するアクレディテーションを可能にしている。国際的な舞台で活動する際の

障壁が低いゆえに、アクレディテーションは輸出されるし、他国もそれを輸入

できるわけである。

そう考えるならば、上述したように国際的ネットワークが進展せず、相互認

定が進まない中では、発展途上国を中心に米国のアクレディテーションへの

ニーズは高まる可能性がある。また、グローバル市場に積極的に進出したい米

国内の高等教育機関にとっても、他国の高等教育機関が米国のアクレディテー

ションを受けていることは、単位互換や学生・教職員交流の観点から都合が良

いものと考えられる。

しかし現実として、地域別アクレディテーション団体のほとんどは、中部諸

州地区基準協会のように「他国に所在する他国の高等教育機関」に対して慎重

である。また中部諸州基準協会は、試行プロジェクトの一つの結論として、無

制限な（unlimited）活動は避けるべきだとし、その代わりの選択肢として、他

国の質保証制度を発達させるのを援助することや、他の米国内の組織と協働し

て取り組むことを今後の行動計画として提案している３６。さらに、INQAAHE

に積極的に関わっており、国際的な相互認定の道を模索している。

また、米国のアクレディテーションが他国の高等教育機関の質を保証しきれ

るのかという点も根本的課題として指摘しておきたい。中部諸州基準協会から

アクレディテーションを受けていたロンドン・メトロポリタン大学は、２０１２

年８月３０日、EU域外からの留学生を受け入れるためのライセンスをイギリ

ス国境局（United Kingdom Border Agency）から剥奪された。その理由は、滞

在許可証を持たない留学生が存在したこと、学生の英語力が一定の基準を満た

していなかったこと、学生の出席管理がずさんであったこと等が挙げられてい

る３７。明らかに教育の質保証に問題があった大学に対してアクレディテーショ
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ンを与えていたことは、米国のアクレディテーションの信用に関わるだけでな

く、その活動の限界も示す。上述した CHEAの原則に当てはめるならば、イ

ギリス国内の評価組織等の情報共有やイギリスの高等教育制度や留学生政策へ

の理解といった点に活動の限界があったといえよう。

以上の状況を斟酌すれば、「他国に所在する他国の高等教育機関」に対する

米国のアクレディテーションの動きは、当面進展しないことが推測される。し

かしながら、高等教育のグローバル化は急速に進んでおり、国境を越える高等

教育に対する質保証のニーズはますます高まりを見せている。誰がどのように、

そうした高等教育の質を保証するのか。アクレディテーションを唯一輸出でき

る米国の動向には、今後も注視したい。
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